
   津市建設工事等条件付一般競争入札実施要領 

 

                     平成１８年１月１日 

 

 改正 平成２０年６月１日 

 

 （目的） 

第１条 この要領は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下

「令」という。）第１６７条の５の２の規定に基づき、建設工事等に係る一

般競争入札（以下「条件付一般競争入札」という。）を行わせることにより、

一般競争入札の円滑な執行を図り、もって契約の適正な履行に資することを

目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「建設工事等」とは、本市が所掌する工事又は製造

の請負等をいう。 

 （条件付一般競争入札により締結する契約） 

第３条 条件付一般競争入札により締結する契約については、建設工事等のう

ち、設計金額が１億５，０００万円以上の建設工事等をその対象とする。た

だし、市長が当該建設工事等について特に条件付一般競争入札により難いと

認める場合は、これ以外の方法によりその契約を締結することができる。 

 （参加に係る資格要件） 

第４条 条件付一般競争入札に参加しようとする建設業者等は、次に掲げる要

件を備えている者でなければならない。 

⑴ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の許可（建設コン

サルタント等にあっては、それぞれの業務に関し法令の定めるところによ

る登録）を受けており、及び同法第２７条の２３第１項に規定する経営事

項審査（建設コンサルタント業務等にあっては、市長が別に定める審査）

を受けており、かつ、その審査の基準日の前日までに営業年数が２年以上

あること。 

⑵ 津市競争入札参加資格者名簿に引き続き２年以上登載されていること。 

⑶ 当該条件付一般競争入札に係る工事等に関し現場代理人、監理技術者等

を有していること。 

⑷ その他令第１６７条の５第１項に規定する一般競争入札に参加する者に



必要な資格に係る要件に適合していること。 

２ 次の各号のいずれかに該当する建設業者等は、条件付一般競争入札に参加

することができない。 

⑴ 建設工事等に係る一般競争入札への参加の停止等又は指名競争入札の指

名の停止等に係る期間を経過していない者 

⑵ 建設工事等に関し次に掲げる者のいずれかに該当するため、請負人等と

して不適当であると認められる者 

ア 建設工事等に基づくその工事等の関係者による措置請求に請求人等又

はその関係者が従わないことなど当該建設工事等の履行に当たり不誠実

な者 

イ 下請負代金の支払の遅延等により請負人等の下請負契約関係等が明ら

かに不適切であると認められる者 

⑶ 行政機関等から集団的又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある

組織に属する者が実質的に建設業者等の経営を支配しているため、その建

設工事等からの排除の要請があり、請負人等として不適当であると認めら

れる者 

⑷ 手形交換所からの取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実が

あり、又はこれらに準ずる経営状態の著しく不健全である者 

⑸ 建設工事等に関し工事成績評点が基準点未満の者及びこれに準ずる者 

⑹ その他委員会（津市建設工事等入札参加資格審査委員会設置要綱（平成

１８年津市訓第３号）第１条に規定する津市建設工事等入札参加資格審査

委員会をいう。以下同じ。）において不適当であると認められた者 

 （公告） 

第５条 令第１６７条の６第１項の規定による公告は、津市公報への登載によ

りこれを行う。ただし、天災その他やむを得ない事由により当該登載ができ

ないときは、これに代えて津市役所前の掲示場における掲示によりこれを行

うことができる。 

２ 前項に定めるもののほか、市長が必要があると認めるときは、同項に規定

する公告に関し、総務部調達契約課等の掲示板に掲示し、又はインターネッ

トを利用して閲覧に供する方法により行うことができる。 

 （応募） 

第６条 条件付一般競争入札に参加しようとする建設業者等は、その応募に係

る締切りの日までに入札参加に係る申込書を市長に提出しなければならない。 



 （結果通知等） 

第７条 市長は、前条の規定による提出があったときは、その建設業者等につ

いて速やかに委員会による審査等を経て、条件付一般競争入札への参加に係

る資格者としての適否を決定し、その結果について当該提出に係る者に通知

するものとする。 

 （資格審査の結果に係る通知書の提示等） 

第８条 条件付一般競争入札への参加に係る建設業者等は、その入札をする場

合においては、既に市長において送付した資格審査の結果に係る通知書（そ

の写しを含む。）を市長に提示しなければならない。この場合において、そ

の代理人をしてその入札に関する行為をさせるときは、当該代理人に当該建

設業者等による委任状の提出をさせなければならない。 

 （工事費等に係る積算内訳書の提出） 

第９条 条件付一般競争入札への参加に係る建設業者等は、当該条件付一般競

争入札をするに当たっては、その入札時に第１回目の入札金額の根拠となっ

た工事費等に係る積算内訳書を市長に提出しなければならない。 

 （設計書及び設計図書の閲覧等） 

第１０条 建設工事等に係る設計書及び設計図書については、令第１６７条の

６第１項の規定による公告をした日から別に定める締切りの日までの間、総

務部調達契約課等において閲覧に供するほか、市長が別に指定する方法によ

り、条件付一般競争入札への参加に係る建設業者等に有償で頒布することが

できる。 

 （入札への参加の辞退） 

第１１条 条件付一般競争入札への参加に係る建設業者等によるその入札への

参加の辞退は、これを妨げない。 

 （入札への参加数） 

第１２条 条件付一般競争入札を執行する場合におけるその参加に係る建設業

者等の数は、共同企業体を含む入札を除き、原則として８者以上とする。た

だし、この数に満たない場合において市長が特に認めるときは、これを別に

定める指名競争入札の方法に変更して契約を締結することができる。 

 （入札回数） 

第１３条 条件付一般競争入札は、原則として３回（予定価格を入札の実施前

に公表する場合にあっては、１回）を限度として実施する。 

 （入札の取りやめ等） 



第１４条 市長は、条件付一般競争入札への参加に係る建設業者等が不正の利

益を得るために連合し、又は不穏な行動をなす等により公正な入札の執行を

確保することができないと認めるときは、抽選による当該建設業者等の変更

等を行い、又は当該条件付一般競争入札を延期し、若しくは取りやめること

ができる。 

 （無効の入札） 

第１５条 条件付一般競争入札に関し次の各号のいずれかに該当する入札は、

無効とする。 

⑴ 条件付一般競争入札に参加する建設業者等に必要な資格のない者のした

入札 

⑵ 建設業者等による委任状を提出することなく、その代理人がした入札 

⑶ 次に掲げる事項の記載のない入札 

 ア 入札金額 

 イ 工事名 

 ウ 入札の参加に係る資格者の氏名及び押印 

⑷ 入札金額を訂正した入札 

⑸ 誤字又は脱字により意思表示が不明りょうである入札 

⑹ 第１回目の入札金額の根拠となった工事費等に係る積算内訳書の提出の

ない建設業者等が行った入札 

⑺ 第１回目の入札金額の根拠となった工事費等に係る積算内訳書に記載さ

れた金額と入札書に記載された金額が異なる入札 

⑻ その他条件付一般競争入札に関する条件に違反した入札 

 （公表） 

第１６条 市長は、条件付一般競争入札が終了したときは、速やかにその結果

等について公表するものとする。 

 （委任） 

第１７条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は、平成１８年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領の際現に合併前の津市、久居市、河芸町、芸濃町、美里村、安濃

町、香良洲町、一志町、白山町又は美杉村の競争入札参加資格者名簿（以下



「合併前の資格者名簿」という。）に登載されている建設業者等に係る第４

条第１項第２号の規定の適用については、当該建設業者等が合併前の資格者

名簿に登載されていた期間を同号の津市競争入札参加資格者名簿に登載され

ている期間に通算する。 

３ この要領の施行前に合併前の津市建設工事等条件付一般競争入札実施要領

（平成６年４月１日施行）若しくは久居市建設工事等条件付一般競争入札実

施要領（平成７年６月１日施行）又は解散前の久居地区広域消防組合建設工

事等条件付一般競争入札実施要領（平成１０年久居地区広域消防組合訓令第

９号）の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの要領の相当

規定によりなされた手続その他の行為とみなす。 

   附 則（平成２０年６月１日） 

 この要領は、平成２０年６月１日から施行する。 

 


